
第３７９回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧

Ⅰ 予算議案（２件）

（１） 議第 143 号議案

（２） 議第 144 号議案

令和３年度  宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                    E 

令和３年度
A宮 城 県 流 域 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算                    E 



Ⅱ 予算外議案（２７件）

１ 条例議案（１４件）

（１） 議第 145 号議案

（２） 議第 146 号議案

附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例 

○主な内容

学校運営協議会の委員の報酬等に係る規定を創設

宮 城 県 県 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

１ 個人県民税

非課税限度額における国外居住親族の取扱いの見直し 

２ 法人事業税 

(1) 電気事業法の改正に伴い，新たな事業類型を創設

(2) ガス事業法の改正に伴い，グループ会社間取引に係る特例措

置を創設

３ ゴルフ場利用税及び軽油引取税 

帳簿の電磁的記録等による保存制度に係る事前承認制度の見直

し 

地方税法の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの

施行 令和４年４月１日等

所管 税務課

学校運営協議会の委員の報酬等について定めるため，所要の

改正を行おうとするもの

施行 令和３年８月１日

所管 人事課



（３） 議第 147 号議案

（４） 議第 148 号議案

県 税 減 免 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

不動産取得税に係る減免措置の延長

○適用 令和３年４月１日

過疎地域における県税の課税免除に関する条例の一部を

改正する条例 

○主な内容

１ 引用法令の変更

２ 過疎地域の振興を目的として，事業税，不動産取得税及び固定

資産税の課税免除の適用を受ける対象設備の取得期間を令和６年

３月３１日（改正前令和３年３月３１日）まで延長し，対象業種

等を拡充 

○適用 令和３年４月１日

 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施行等に

伴い，所要の改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 税務課

 東日本大震災の被災者の税負担の軽減を図るため，所要の改正

を行おうとするもの 

施行 公布の日等 

所管 税務課



（５） 議第 149 号議案

（６） 議第 150 号議案

離島振興対策実施地域における県税の課税免除に関する

条例の一部を改正する条例 

○主な内容

離島地域の振興を目的として，事業税，不動産取得税及び固定資産

税の課税免除の適用を受ける対象設備の取得期間を令和５年３月３１

日（改正前令和３年３月３１日）まで延長 

○適用 令和３年４月１日

原子力発電施設等立地地域における県税の特例に関する 

条例の一部を改正する条例 

○主な内容

原子力発電施設等立地地域の振興を目的として，事業税，不動産取

得税及び固定資産税の不均一課税の適用を受ける対象設備の取得期間

を令和５年３月３１日（改正前令和３年３月３１日）まで延長 

○適用 令和３年４月１日

 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法第１０

条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定め

る省令の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日

所管 税務課

 離島振興法第２０条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴 

う措置が適用される場合等を定める省令の改正に伴い，所要の 

改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 税務課 



（７） 議第 151 号議案

（８） 議第 152 号議案

産 業 廃 棄 物 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

帳簿の電磁的記録等による保存制度に係る事前承認制度の見直し

復興産業集積区域における県税の課税免除等に関する条 

例の一部を改正する条例 

○主な内容

１ 条例名を「特定復興産業集積区域における県税の課税免除に関

する条例」に変更 

２ 対象地域を重点化した上で，適用期間を令和６年３月３１日

（改正前令和３年３月３１日）まで延長 

○適用 令和３年４月１日

 東日本大震災復興特別区域法等の改正に伴い，所要の改正を

行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 税務課

地方税法の改正に準じ，所要の改正を行おうとするもの 

施行 令和４年１月１日 

所管 税務課



（９） 議第 153 号議案

（10） 議第 154 号議案

被災関連市町村から特定の交換により土地を取得した場

合の県税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例 

○主な内容

被災関連市町村から特定の交換により土地を取得した場合の県税の

課税免除の期間を令和６年３月３１日（改正前令和３年３月３１日）

まで延長 

○適用 令和３年４月 1日

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例 

の一部を改正する条例 

○主な内容

１ 条例名を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例」

に変更 

２ デジタル化を推進するための情報化推進計画に関する規定の創 

設 

３ 手数料の電子納付を可能にする規定の創設 

４ 添付書面等の省略に関する規定の創設 

５ 情報通信技術の利用のための能力等における格差の是正に関す 

る規定の創設 

 被災関連市町村から特定の交換により土地を取得した場合の

県税の課税免除の期間を延長するため，所要の改正を行おうと

するもの

施行 公布の日

所管 税務課

 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の改

正に伴い，所要の改正を行おうとするもの

施行 令和３年９月１日

所管 デジタルみやぎ推進課



（11） 議第 155 号議案

（12） 議第 156 号議案

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例 

○主な内容

主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターにおける従

業者に係る規定の整理 

県 営 住 宅 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

引用法令の変更

 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施行に伴

い，所要の改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 住宅課 

 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の改正に伴い，所

要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日

所管 子ども・家庭支援課



（13） 議第 157 号議案

（14） 議第 158 号議案

公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

○主な内容

１ 運営権者が収受する利用料金等の減免に関する規定を創設

２ 経営審査委員会の設置に関する規定を創設

３ 議会への報告等に関する規定を創設

○主な内容

信号機の歩行者用青信号表示の伝達方法として，視覚障害者が使用

する通信端末機器への情報送信による方法を追加 

高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

に基づく信号機等に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例 

高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に

関する基準を定める規則の改正に伴い，所要の改正を行おうと

するもの

施行 公布の日

所管 県警本部

 宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方

式）を実施するため，所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日

所管 企業局



２ 条例外議案（１３件） 

（１） 議第 159 号議案

（２） 議第 160 号議案

町 の 境 界 変 更 に つ い て （ 色 麻 町 と 加 美 町 ） 

○編 入 区 域も色麻町に編入も加美郡加美町字下川原向２の１外

もも も も もも加美町に編入も加美郡色麻町高城字新岡１外

○人口の異動もなし

○面積の異動も色麻町に編入する面積も18,593.32㎡

もも も も もも加美町に編入する面積も18,593.32㎡

 
 

和 解 及 び 損 害 賠 償 の 額 の 決 定 に つ い て 

○損害発生日 平成３１年４月１日

○損害賠償額 1,254,526円

も 町の境界変更について，地方自治法の定めるところにより， 

aaaaaaaaaaaaaaaaa議会の議決を受けようとするもの 

ももああああああああああ所管も市町村課 

も a退職手当の決定手続における瑕疵により発生した損害に係る 

aaaaaaaaaaaaaa和解及び損害賠償の額の決定について，地方自治法の定めると 

aaaaaaaaaaaaころにより，議会の議決を受けようとするもの 

  ああああああ所管 福利課 



（３） 議第 161 号議案

（４） 議第 162 号議案

財産の取得について（抗インフルエンザウイルス薬（タ 

ミフルカプセル７５ １００カプセル（ＰＴＰ）備蓄用）

５万４千４００人分（５千４４０箱））

ああああああ 

aaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaaa財産の取得について（エックス線光電子分光装置一式） 

○主な内容

ああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ１も取得しようとする財産もエックス線光電子分光装置一式

あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああago２も取 得 金 額      a 59,730,000 円 

あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ３も取 得 の 相 手 方あ株式会社東栄科学産業 

○主な内容

も１も取得しようとする財産ああああああああ抗インフルエンザウイルス薬（タミフ

ルカプセル７５ １００カプセル（Ｐ

ＴＰ）備蓄用）

５万４千４００人分（５千４４０箱）

も２も取 得 金 額  あああ101,309,120円

も３も取 得 の 相 手 方あ中外製薬株式会社 

エックス線光電子分光装置一式を取得することについて，地 

方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとする 

もの 

所管 新産業振興課 

抗インフルエンザウイルス薬（タミフルカプセル７５ １０

０カプセル（ＰＴＰ）備蓄用）５万４千４００人分（５千４４

０箱）を取得することについて，地方自治法の定めるところに

より，議会の議決を受けようとするもの 

  所管 薬務課 



（５） 議第 163 号議案

（６） 議第 164 号議案

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（一般県道釜谷大須雄勝線 

尾崎道路災害復旧工事） 

○施工地名あ石巻市尾崎地内

○工事内容あ施工延長あＬ＝230.5ｍ

ああ あああ 道路土工あＶ＝39,630 ㎥

法面工 Ａ＝3,925 ㎡ 

舗装工 Ａああ＝あ1,あ9,30 ああ㎡ 外 

○工あ  期あ議決の日の翌日～令和４年３月３１日

請 負 金 額 あ666,710,000 円 

契約の相手方あ株式会社マルテック 

●ああ所管あ道路課 

○議 決 日あ令和元年１２月１７日あ議第２２９号議案

○第一回変更あ令和２年９月２３日提出あ報告第６９号

○第二回変更あ令和３年２月１７日あ議第５２号議案

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

請 負 金 額●876,711,000円 → 882,607,000円 

契約の相手方●東華建設・東亜建設工業復旧・復興建設工

契約の相手方●事共同企業体 

●所管あ漁港復興推進室

工事請負変更契約の締結について（塩釜漁港防波堤改築 

工事） 



（７） 議第 165 号議案

 

 

 

 

 

（８） 議第 166 号議案

 

 

 

あ工事請負変更契約の締結について（大谷地区海岸等護岸 

等新設工事） 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７２号議案

○第一回変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３１７号

○第二回変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９４号

○第三回変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５９号

○第四回変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第３７号

○第五回変更あ令和元年１１月２７日あ議第２２５号議案

○第六回変更あ令和２年２月１４日あ議第５８号議案

○第七回変更あ令和３年２月１７日あ議第５５号議案

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

請 負 金 額●5,546,703,860円 → 5,573,360,160円 

契約の相手方●若築建設株式会社 

●所管あ河川課

工事請負変更契約の締結について（清水田地区海岸等堤

防等災害復旧工事） 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２４０号議案

○第一回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９１号

○第二回変更あ令和元年６月１７日提出あ報告第８５号

○第三回変更あ令和元年１１月２６日提出あ報告第１２９号

○第四回変更あ令和２年１１月２５日提出あ報告第９１号

○第五回変更あ令和３年２月１７日あ議第５８号議案

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

請 負 金 額●3,900,084,640円 → 3,948,755,240円 

契約の相手方●五洋・本間・只野特定建設工事共同企業体 

●所管あ河川課



（９） 議第 167 号議案

（10） 議第 168 号議案

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（富士川護岸等災害復 

旧工事（その５）） 

○議 決 日あ平成３１年２月１４日あ議第４６号議案

○第一回変更あ令和元年１１月２６日提出あ報告第１３４号

○第二回変更あ令和２年２月１４日あ議第６４号議案

○第三回変更あ令和２年１１月２５日あ議第２５０号議案

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

あ請 負 金 額 あ 1,605,765,900円 → 1,624,547,300円 

 あ 契約の相手方 あ 佐藤工業・大山建設復旧・復興建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

ああ所管あ河川課 

○議 決 日あ令和２年２月１４日あ議第５６号議案

○変 更 日あ令和２年１１月２５日提出あ報告第９９号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

請 負 金 額●713,435,800円 → 801,015,600円 

契約の相手方●奥田建設株式会社 

●所管あ港湾課

工事請負変更契約の締結について（仙台塩釜港塩釜港区

上屋災害復旧工事（その２）） 



 

（11） 議第 169 号議案

 

(12) 議第 170 号議案

工事請負変更契約の締結について（都市計画道路門脇流 

留線魚町道路改築工事（その２）） 

あ     
Aaaaaaaaaaaaaaaaaaaa 請 負 金 額 あ 2,741,269,920円 → 3,173,838,320円 

●契約の相手方 あ 遠藤興業・奥村組復旧・復興建設工事共

同企業体 

●●所管あ都市計画課

○議 決 日 あ 平成３０年６月１９日あ議第１７５号議案

○第一回変更 あ 令和元年９月３日提出あ報告第１０５号

○第二回変更 あ 令和２年２月２１日提出あ報告第４１号

○第三回変更 あ 令和２年６月１５日提出あ報告第５９号

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更

工事請負変更契約の締結について（宮城県石巻好文館高

等学校校舎等改築工事） 

○議 決 日あ令和元年１０月４日あ議第１６８号議案

○変 更 日あ令和３年２月２５日提出あ報告第３６号

○変更の理由 施工内容の変更による請負金額の変更

請 負 金 額●2,041,857,400円 → 2,139,155,700円 

契約の相手方●若生工業株式会社 

●所管あ施設整備課



（13） 議第 171 号議案 公共施設等運営権の設定について（大崎広域水道，仙南・

仙塩広域水道，仙塩工業用水道，仙台圏工業用水道，仙

台北部工業用水道，仙塩流域下水道，阿武隈川下流流域

下水道，鳴瀬川流域下水道及び吉田川流域下水道） 

○主な内容

１ 設定しようとする者あああ 株式会社みずむすびマネジメントみやぎ 

２ a存 aaaaaa続 aaaaaa期 aaaaaa間 あああああ aああああ公共施設等運営権の設定の日～ 

２ 事 業 期 間 あああああ aあああ  令和２４年３月３１日 

も大崎広域水道，仙南・仙塩広域水道，仙塩工業用水道，仙台

圏工業用水道，仙台北部工業用水道，仙塩流域下水道，阿武隈

川下流流域下水道，鳴瀬川流域下水道及び吉田川流域下水道の

公共施設等運営権の設定について，民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律の定めるところにより，

議会の議決を受けようとするもの 

所管 企業局 a



Ⅲ 報告（１２件） 

（１） 報告第 42 号

（２） 報告第 43 号

令和２年度宮城県歳出予算の繰越使用について 

○令和２年度議決額

あああアあ一般会計あああああ 1237,731,233千円（188件）

あああイあ特別会計ああああああああ  1,491,800千円（  4件）

あああああｱ合あ計ｱあああああ 239,223,033千円（192件）

専決処分の報告について（津谷川等護岸等災害復旧工事 

（その２）の委託契約の変更）  

○議 決 日あ平成２８年９月１５日あ議第２３２号議案

○一回目変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第１号

○二回目変更あ令和元年１１月２６日提出あ報告第１１１号

○三回目変更あ令和２年９月２３日提出あ報告第６４号

○変更の理由あ施工内容の変更による委託金額の変更

○専決処分日あ令和３年３月２２日

アあ一 般 会 計あ明許繰越あ 22203,467,750千円（188件） 

アあ一 般 会 計  事故繰越あ 22242,599,882千円（ 62件） 

あああ あ あ あああ 計 ああ 22246,067,632千円（250件） 

イあ特 別 会 計あ明許繰越あ 227 1,183,899千円（  4件） 

あああ あ あ ああ事故繰越あ 22722, 26,742千円（ 13件） 

あああ あ あ あああ 計 ああ 22721,210,641千円（  7件） 

あああ あ あ ああ合計（ア＋イ）  あ 22247,278,273千円（257件） 

ウあ公営企業会計あ継続費の逓次繰越 222,085,374千円（  6件） 

あああ あ あ ああ予 算 繰 越 225,954,423千円（ 60件） 

あああ あ あ あああ 計 あ 228,039,797千円（ 66件） 

委  託  金  額 6,127,663,747円 → 5,742,317,333円 

契約の相手方 東日本旅客鉄道株式会社 



（３） 報告第 44 号

（４） 報告第 45 号 専決処分の報告について（水尻川護岸等災害復旧工事の 

請負契約の変更） 

○議 決 日あ平成３１年２月１４日あ議第４８号議案

○一回目変更あ令和元年１１月２６日提出あ報告第１３５号

○二回目変更あ令和２年１１月２５日提出あ報告第９６号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ令和３年５月１１日

● 請 負 金 額 あ 1,068,738,900円 → 1,107,708,600円

● 契約の相手方 あ 株式会社只野組

専決処分の報告について（浦戸地区海岸護岸等災害復旧

工事（その２）の請負契約の変更） 

請 負 金 額●1,466,292,740円 → 1,471,537,540円 

契約の相手方●熱海建設・東洋建設復旧・復興建設工事共 

契約の相手方あ同企業体 

aaaa○議 決 日あ平成３０年１１月２７日あ議第２６６号議案

aaaa○一回目変更あ令和２年２月２１日提出あ報告第３５号

aaaa○二回目変更あ令和３年２月２５日提出あ報告第２２号

aaaa○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

aaa○専決処分日あ令和３年５月１１日



（５） 報告第 46 号

（６） 報告第 47 号

専決処分の報告について（神山川護岸等災害復旧工事の

請負契約の変更） 

専決処分の報告について（渋井川水門新築工事の請負契 

約の変更） 

請 負 金 額●1,254,000,000円 → 1,318,319,200円 

契約の相手方●株式会社小野良組 

○議 決 日あ令和元年１１月２７日あ議第２１６号議案

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更

○専決処分日あ令和３年５月１１日

請 負 金 額●1,386,000,000円 → 1,390,988,500円 

契約の相手方●小野田建設株式会社 

○議 決 日あ令和３年３月１９日あ議第１１８号議案

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ令和３年３月２６日



（７） 報告第 48 号

（８） 報告第 49 号

専決処分の報告について（水門・陸閘
こう

（港湾）遠隔監視 

制御設備工事（その２）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 890,954,500円 → 886,923,000円 

 あ 契約の相手方 あ 富士通株式会社 

ああああああaaaaaaaaaaa○議 決 日あ平成３０年１１月２７日あ議第２６７号議案

ああああああaaaaaaaaa○変 更 日あ令和２年５月１４日提出あ報告第４８号

あああああaaaaaaaaaaあ○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

ああああああaaaaaaaaaa○専決処分日あ令和３年３月２２日

専決処分の報告について（宮城県名取高等学校屋内運動

場等改築工事の請負契約の変更） 

請 負 金 額●940,500,000円 → 957,870,100円 

契約の相手方●株式会社橋本店 

aaaaa○議 決 日あ令和元年１２月１７日あ議第２１９号議案

aaaaa○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

aaaa○専決処分日あ令和３年４月２８日



（９） 報告第 50 号

（10） 報告第 51 号

専決処分の報告について（宮城県佐沼高等学校屋内運動

場等改築工事の請負契約の変更） 

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の決定） 

○事故の状況

１ 件   数 ●１３件

２ 発   生 ● 平成２８年６月～令和３年３月

３ 損 害 原 因 ● 県管理道路の損傷による事故等

４ 損害賠償額 ● ああ2,648,539円

５ 専決処分日 ● 令和３年３月２３日～令和３年５月２４日

請 負 金 額●841,500,000円 → 872,179,000円 

契約の相手方●奥田建設株式会社 

○議 決 日あ令和元年１２月１７日あ議第２２０号議案

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ令和３年４月２８日

も和解及び損害賠償の額の決定について，それぞれ専決処分し 

たので報告するもの 



（11） 報告第 52 号

Aaaa 
aaaaa 

（12） 報告第 53 号

専決処分の報告について（県営住宅等の明渡請求等に係 

る訴えの提起） 

○家賃等滞納者 １名

○訴え提起の日 令和３年３月３０日

専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損害 

賠償の額の決定） 

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について，それ

ぞれ専決処分したので報告するもの 

○事故の状況

１ 件   数 ●１８件

２ 発   生 ● 令和２年１０月～令和３年３月

３ 損 害 内 容 ● 人身事故，車両事故

４ 損害賠償額 ● あ3,536,261円

５ 専決処分日 ● 令和３年３月３０日～令和３年５月１３日

 長期にわたる県営住宅等の家賃等滞納者に対し住宅等の明渡 

し及び滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起することについ 

て，それぞれ専決処分したので報告するもの 
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